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1 はじめに

農業経営基盤強化法に関連 した施策では,目 指すべき

経営形態 として農業法人の育成が一つの柱 となつてい

る。 しかしながら,農業法人の経営管理や経営の実態は

十分に把握されているとは言い難い。 このため,県内の

農業法人の経営管理等の実態を把握 し,成長要因を探 り,

今後の農業法人に対する経営管理支援の資料とすること

を目的として調査研究を行つたので報告する。

2 調査方法

(1)ア ンケー ト調査

1)実施方法

平成 15年 10月 に県内農業法人に対して経営管理意識に

関するアンケー ト調査 (郵送法)を行い分析 した。
2)調査対象

認定農業者 ,農業生産法人,う つくしまふくしま農業法

人協会加盟の3要件のいずれか一つに該当し,かつ活動中

の法人であり,242法人に発送 しH3法人から回答を得た

(回答率466%)。

3)設問内容

設間は,売上高の変化や法人化の効果など経営環境に

関する設間群と経営管理に関する評価についての設問群

の二つに大別できる。経営管理に関する評価の設間では ,

自己の経営管理について,低いから高いまでの5段階で自

己採点で評価するものである。

なお,平成 11年 に同様のアンケー ト調査
°
を行つてお

り,比較可能な設問等について比較を行った。

(2)面接聴取調査

(1)で回答のあった法人から選定して面接聴取を行い ,

経営管理等の実態を調査 した。

(調査法人数)平成16年 112法人 平成17年 :5法人
計 17法人

(3)財務諸表の収集と解析

(2)の面接聴取調査の対象から財務諸表を入手し,主要

な経営指標を算出して実態を分析 した。

(入手した財務諸表数)稲作 :6法人 13期分,野菜 :4法人
14期分,果樹 :1法人2期分,花き:1法人3期分,畜産 :2法

人7期分  計 14法人39期分

3 調査結果及び考察

(1)経営環境の変化

経営者に対するアンケー ト調査から,県内の農業法人

は,売上高の増加 (46%),借入金の減少 (48%),経営面積等

の規模拡大(46%)など経営の好転を実感しており,法人化

の効果が表れている(43%)と 評価している。これは,有限

会社 (51%)や株式会社 (60%)で高い (表 1)。

(2)経営管理に関する自己評価

アンケー トから経営管理に対する自己評価を点数化 (5

点満点,76設間)し集計した。これを9項 目にまとめると,

会計組織は評価が高く(40),広告・販売促進 (25)で評

価が低かつた (図 1)。 平成11年の同様の調査と傾向に差

異はみられなかった (図表なし)。

次に,全間得点が上位と下位のそれぞれ30法人の平均

で比較してみると,全項目で上位法人が高かつた。上位

と下位では営業,販売計画,生産計画で差が大きく,会計

組織で差が少なかった (図 1)。

今回の調査と平成11年の調査に双方に回答があり比較

可能な法人 (53法人,以下「共通法人Jと いう)につい
て全間得点を比較すると,得点の増減数では減少25法人,

増加24法人とほぼ同数であった (図表なし)。

次に,共通法人のうち得点の上位17法人,下位 17法人を

抽出して比較すると,上位法人では,広告・販売促進,販

売計画,営業の得点増加が大きかった (図 2)。 個別の設

間では,効果的な広告宣伝,適正な資本構成,販売促進な

どで大きく得点が増加している。

販売面の成功が経営成長感を得るカギとなつていると

思われた。

(3)面接聴取調査

多くの事例で,近年,事業拡大や新品日の導入等を行っ

ていた。また,直販や顧客との交流,契約栽培など販路面

での取組みが強い事例もあつた (図表なし)。

(4)主要経営指標

入手した財務諸表類から適宜修正決算を行い主要な経

営指標を算出した (表 2)。

営業利益,経常利益にマイナスが見られ,各種利益率な

ど収益性指標は概して低い。稲作や畜産では,奨励金や

価格補てんにより経常利益を確保している事例がある。

また,農用地利用集積準備金制度を活用して自己資本を

充実している経営がある一方,自 己資本がマイナスであ

る経営もあり,利益の確保とその内部留保が課題である。

4 まとめ

福島県における農業法人経営及びその経営管理の実態

について,ア ンケー ト調査,面接聴取調査等により明らか

にした。農業法人の経営者はおおむね現在の経営環境を
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良好と評価しているものの,自 己の経営管理において販

売面について評価が低かった。自己評価の総合得点が高
い経営者は,販売促進等で得点を伸ばしており,経営成長

感を得るカギと考えられた。また,調査事例では,新品目

の導入や事業拡大等を行うなど情勢に柔軟に対応してい

るものの,営業利益がマイナスであるなど営業成績のよ

くない法人が散見され,ま ずは利益が確保できる経営構

表 1 経営環境等の変化 (5年前との比較)

造の確立が急務である。
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注 :形態相の数字は回答件数。回答別件数襦の ()は有効回答における割合、ただし、ラウンドの関係上、合
計が10いにならないことがある。
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図 1 経営管理に関する自己評価得点

表 2 調査農業法人の利益及び主要経営指標

図 2 共通法人の得点増減 (Hll→ H15)

(単位 :百 万円、%)

名称 (類型) 稲作   果樹   花き 畜産   野菜 全体         備 考
法人数 期数 0 10    1‐ 2    1 3 2 7   4・ 14 14・ 39

区分 中央値   平均値  中央値   中央値  中央値 範  囲 中央値  (一般的な基準)
売上高

営業利益

経常利益
1人 当たり売上高

09 4      17 7       7 2     138 3     122 4      3 6^‐ 426 8      84 2
△0 9    △0 4    △1 7     o o1      4 6   △11 5～ 12 1    △0 7
05   03  △1l    o4   15  △36～ 150   14
10 0       4 5       1 8      28 1       10 6      0 9-34 6      10 9

総資本営業利益率
総資本経常利益事

売上高総利益率

売上高営業利益率

売上高経常利益率
総資本回転率
ル炭癸  ―秘準梃圏諄
労働分配率
当座比率
流動比率
固定比率

固定長期適合事

0 8    -42 8-26 1
0 3    -38 2～ 52 7

1 7    -71 9～ 11 9
0 5    -45 5-20 3

-10 高いほどよい
14  高ぃ11どょぃ
375  商ぃ

`Iと

よい
~09  高いIIどよい
1 3  高いほどよい
1284  高ぃほどょぃ
41 0  邁正な範囲(20)
89 0
660  高い■どよい00Ⅲ以上)
965  高ぃほどょい(200%以上)
2586 低ぃほどょい(10嘔以下)
995  低ぃはどょいくloo%以下)

-8 8      -1 0      -7 0      0 01

115 1 4       -4 1 35

35 2      45 8      43 5      24 8      42 7      12 0-70 6
-4 9      -1 9     -34 2      0 01

1875   895   260   1106   1579  136～ 3395
73     17    194 34

39 5      47 7      77 7      24 3
103 0      121 1     212 8      84 7
231 1     566 6

071 9     166 8

42 7     12 7～ 88 4

84 3    51 2～ 361 4
3 4      14 3      76 7     0 6～ 654 2
4 1      91 3      94 6     0 8-737 5

29 9     1,392     2,807     754 8     1,092  -2,438～ 9,293
86 8      61 0     2,866     108 6     104 0  -1,024-6,735

注 :指標算出にあたって、総資本額は期首総資本額と期末総資本額の平均を用いた。
ただし、入手資料の始期で期首額が不明の場合は、期末総資本額を用いた。
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